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1　序
　コンフリクト（conflict）は、組織過程（organizational　process）の重要な要因として組織研究1）
の一一翼をになっていると言える。組織に発生するコソフリクトをどのように捉えるかについては、組
織研究上ひとつのパースペクティブがみられる。コンフリクト・マネジメント・アプローチがそれで
ある2）。このアプローチは、March＝Simon以来の見方、すなわち組織をコンフリクトを容認するモ
デルとして捉え、・さらにコンフリクトを組織にとって不可避な要因としてみなすだけでなく、種々の
・ン7・）・・を組雛営のため賄効となるように鱗をたてる≒・うにその意卸r具レ・だされる・
　組織内に発生するコンフリクトには、組織行動を妨げる逆機能という陰の側面と組織に貢献する機
能という光の側面が認められることは、組織理論家の間では広く学舛呑れちれている。つまり、コン
フリクトは組織研究の発展にしたがって、組織の適応や革新能力に貢献し、組織メンー：　一一間の活性化
（activation）、刺激の最適レベルを維持する機能を有するというコンフリクトの潜在的利益が認識
されてきているのである。
　現実に組織はさまざまな制約によって完全で最適な形態を望みえないのであるから、なんらかのコ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー73一
ンフリクトをその組織過程に包含しているのである。したがって現実の組織モデルとしては合理的官
僚制モデルではなく、コソフリク・トを賓認するコ、ンブリクド・モデルが荊畢とされなけれぽならない。
その上でコンフリクトがもつ機能的な面を活用し、逆機能的な面を極力掬制する戦略がとられなけれ
ばならない。組織コ’ンフリクトの機能的側面の認識は、コンフリクトの排斥や防止（prevention）だ
けではないコンフリクトのマネジメントへとその強調点を移してV・〈るといえる3）。あるコンフリクト
は組織にとって有益なものとして助長ざれ、あるコンフ」クトは先を見越して防止され、解消される
ことによって適切に処理されるという管理的介入（managerial　interventiOn）の視点が重視される
のである。
　コソフリ『クト・マネジメント庶、（a）受容可能なコンフリクトを知覚（perceiving）し、経験（ex－
periencing）すること、（b）ゴンフリクトの源泉を診断すること、（c）介入することという概念的フレー
ムワークをもっている4）。したがってコンフリクト・マネジメントは単にコソフリクトの解消ではな
く、一歩進んでコソフリクトの受容可能性をさく・り、コンフリクトの源泉を診断し、それにもどつい
て管理的介入の戦略を行使することによって組織能力を高め、組織メンバーの活性力を維持し、メン
バーの能力を開発するということを示唆するのである。それゆえ組織コンフリクトは、このコソフリ
クト・マネジメントの概念的フレームワークに即してコンフリクトの源泉とそのプPセス、そしてそ
のコンフリクトに適応した管理的介入の戦略を行使するという経路を通して考察されなければならな
いのである。本稿はコンフリクト・マネジメントの中心的関心である管理的介入のためにコンフリク
トの源泉とそのプロセスを明らかにすることによって、コンフリクト・モデルを構築することを意図
している。
注1）コンフリクトを組織過程の重要要因として最近あつかっているものにJerald　Hagej　lTheories・of　Or・
　　　ganizations　：Form，　Pracess，　and　T7⑳噛7η2σ’加（New　York：John　Wiley＆Sons，1980），　Robert
　　　H．Miles，　Macro　Orgam’zational　Behavior（Santa　Monica，　Calif．；GoOdyear　Publishing　tComp5ny，
　　　1980）、野中郁次郎・加護野忠男・小松陽一・奥村昭博・坂下昭宣『組織現象の理論と測定』、千倉書店、
　　　ig78年などがあるので参照ざれたい。㌧　『』　コ　’　　　　　　　　．”　Li’・
　　2）　コンフリ脅ト・マネジメントについては、拙稿「組織コンフリクトに関する：考察　一ヲンブリ久ト・
　　　マネ三～メントさの研究動向を中心として一」明治咋学経営学部『経営論果』第38巻第1号、，1980を参照
　　　のこと。
　3）Robとft　H．　Miles，　op．　cit．，　p．123，　　　　”　　『　’t　　　　　　　　’　　　u
　4）Ralph　H．　Kilmann　and　Kenneth　W．　Thomas，“Four　Perspectives　on　ConfliCt　Mana宮ement：An
　　　Att「ibuti°nal　F「am・w・「k　f？「0・gani・i・9・　Desc．・ipti・e・nd　N・・m・1iy・Th…y・”A・ad・my・・f
　　　Managenvant　Review，3　（1978），60．
　皿　組織コン7リクトの定義
　組織内に発生するコンフリクトはさまざまな形態を呈しており、それを簡単に定義づけることは容
易なことではない。コンフリクトの研究者達は、それぞれの立場からコンフリクトの定義をおこなっ
ている。たとえぽ、Robbinsは「二者あ筍いはそれ以上の者の間の反対あるいは敵対的相互作用」1）
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と定義しており、またThomasは「二者あるいはそれ以上の当事者の関係が両立し難くなった状
況」2）としている。これらのコンフリクトの定義はいずれも組織現象としてのコソフリクトをあつか
っているので、組織の中での個人内のコンフリクトを定義づけているとは言い難い。個人内コンフリ
クト（intrapersonal　conflict）にっいては、　March＝Simonの「個人もしくは集団が、行為の代替
的選択肢の中から一つを選ぶのに困難を経験する原因となるような、意思決定の標準的メカニズムの
故障」3）という定義があてはまると考えられるが、それぞれの定義はそれぞれの対象となるコγフ・リ
クトを前提として規定されているのは言うまでもないことである。　　　　　　　　・
　吉田民人氏はコソフリクト概念を確定するために二つの設問が要求されるとしている。4）すなわち・
コンフリクトを、（1）いかなるシステムにおける、（2）いかなる要因の間に捉えるかという問題がそれで
ある。前者をコソフリクト．のく帰属システム〉、そして後者を〈場〉と称している。？まり個人間・
集団間とか個人内、集団内というコソフリクトの設定は〈帰属システム〉の議論であり、，欲求・利害
や価値観・意思決定における行動選択肢のコソフリクトという行動上のコソフリクトはく場〉に関与
するものである。コンフリクトを理解するためには以上の二つの命題を基準として考えなけれぽなら
ないが、ここでもうひとつコソフリクbのプロセス（process）についても若干の考察が必要であると
考えられる。吉田氏はそれをく場〉の三層構造としている。コンフリクトのく場〉を構成するyベル
は、
　（1）与件的コンフリクトないし状況的コンフリクトー価値観、目標、利害、信条なξの自覚的、無
　自覚的な客観的対立
　（2）選択的コンフリクトー単独ないし共同的、相補ないし合成的な意思決定における自覚・無自覚
　的な選択の困難　　　　　　　…　　　　　　　　　　　　　　t－　　　、一
　（3）行動的コソフリク．トー相互に自覚的・無自覚的な阻害的効果を発揮しつつある行動の相剋
として提示され、コンフリクトを「与件的コンフリクト」として定義すれぽ、「選択的コンフリクト」
と「行動的コンフリクト」はコンフリクトの発現ないし現象形態として把握され、コンフリクトを
「行動的コンフリクト」と定義すれぽ、「与件的コソフリクト」、「選択的コソフリクト」はコンフリ
クトの源泉ないし基盤とみられると吉田氏は提言している。コンフリクトを定義する場合、吉田氏の
指摘する〈帰属システム〉、〈場〉そして〈場〉のレベル、すなわちコンフリク．，トの各組織レベルで
のコンフリクト状況にある当事者、コソフリクトの形態そしてコソフリクト・プロセスという三つの
　　　　　　　　表ll－1　　　　　　、　　基準を踏まえる必要があると考えられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上を念頭において、本稿ではコンフリクトを表n
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－1として提示することを試みることにpよう。綿織
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　をミクロ・レベルとマクロ・レベルから分析し、それ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぞれのコンフリクト当事老（吉田氏によれぼく帰属シ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ステム〉である）を集団間、集団内、個人間、個人内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　というコンフリクトに分けることにする。
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　またコソフリクトの形態については、コンフリグトの源泉に基づいて、（1）目標・構造一機能コンフ
リクト、（2）役割コンフリクト、（3）利害コンフリクトに分類することができよう。
　　（1）目標・構造一機能コソフリクト
　このコソフリクトは組織特性から生じるもので、組織の公式構造あるVくは組織目標に従った組織内
の目的一手段連鎖による機能上の不一致、’つまり各組織ユニット間の目的の不両立によって特微づけ
られる。このコンフリクトは主に集団間コンフリク・トあるいは個人間コンフリクトとなる。
　　（2）役割コンフリクト
　役割コンフリクトはあらゆる組織にみられるコンフリクトで、職務（job）が複雑になれぽなるほど
役割コンフリクトはおこりやすい。役割コソフリクトは「あるものに従うことが他のものへの盲従を
より難しくするということ」5）を定義さ航る。疫割コンフリクトは二つかそれ以上の役割センダー
（role－sender）間の不一致として典型的には描かれるが、同じ役割セソターの二つかそれ以上の期待
によるコンフリクト、そして役割セット（role－set）の期待と焦点パーゾン（focal　p6蚕son）の期待と
の相違として生ずるコソフリクトとしてみることができる。またこのコンフリクトは同じ人間によっ
て担当される二つかそれ以上の役割によって射こるともいえる6したがって役割コンフリクトば個人
間あるいは個人内コンフリクトとして組織内の当事老におごるのである。　　’　”　／
　　（3）利害コソフリクト
　組織内の利害関係によって生ごるコソフリクトで、組織のあらゆるレベルにおこると考えられる。
ただこのコンフリクトは三つの組織の主要プロセス（資源の獲得、変換、アウトプットゐ適切な処理）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　じ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：tとの関連でみることによってより明確iなものとなる。6）また組織のインフォー々ルな側面によってし
ぼしぼ生ずるとも考えられる。もちろんここでは、目標・構造一機能コソフリクトぐ役割コンフリク
ト、利害コンフリクトとして僅宣上それぞれのコンフリクトを個別のものとして規定しているわけで
あるが、組織現象としてのコンフリクトは、しぼしぽオーバーラップして発生することに注意する必
要があるであろう。
　さらにコンフリクトは異なる次元をもっているといえる6（1）コシフリクト行動の先行条件（たとえ
ぽ資源の稀少性、政策の相違）、（2）感情的（たとえぽズドレス、緊張；敵意）、（3）知覚状態引（たとえば
コンフリクト状況の感知あるいは知覚）、（4）コソフリクト行動（受動的な抵抗から明白な攻撃まで）が
それである。7）吉田氏の指摘する〈場〉の三つのレベルつまり与件的ないし状況的コンフリクトと選
択的コンフリクトは（1）～（3）に該当し、行動的コンフリクトは（4）のコンフリクト行動に相当すると言え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i　　　　　　｝る。ここでの定義は先に述ぺたRobbins・Thomas・Marchニ§海on一ら㊧定義を踏まえ畢在化されt｝
行動をして「二つかそれ以上のユニヅトが組織の目的＝手段に関する活動をおこな覧ことに羨？て他
のものの抵抗を受ける・いう結果を励、ある・・は瀕する相互活動の伽と糠し1（・）－1・励
τ∵粥；鱒三∫諜8ξ誓難二議膿鷺㌫芝1
る。　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　・　　．　一一一　・．一　　．　　　　　　　　：：
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注1）Stephen　P，　Robbins，‘‘‘（bnflict　Management　and　Conflict　Resolution’are　not　Synomymous
　　　　Terms，”Calif・rnia．’　Manag・ment　Revi・w・21－2（1978）・67・
　　2）Kenneth　W．－Thomas，“lntr（》duction”in　Special　Section：Conflict　and　the　Collaboration　Ethic，
　　　　ごσ1珈7〃fσManageVZent’Rbblieab，2i－2　（1978），　56．　　∂　　　　　　　　　　　　’．．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
　　3）James　G．　Mar6h　and　Herbert　A．’Simbn，0噌加痴lf備（New　York：John　Wiley＆Sons，1958），
　　　　P．1i2．土屋守章訳『オーガニゼーヅヨ’シズjiダイヤモソド社；1977年｛169ページ。
　　4）吉田民天民は原興芦太郎氏の「コシフリグド概念について一意思決定を視角として一」という論文に関
　　　　しての・メ・7　5と堺論喀紡晦諦9審土屋守章・富永健一編r企業働と・…ク・』日
！：、；　本経灘新聞社、1972年、21T25ページ参照のζと。　　　　　　．
　　5）　Daniel　Katz　and　Robert　L．　Kahn，　The　5襯αJ　Psychology　Of　qrganizatio’ns，2nd．　ed．（New　York：
　　　John　Wiley＆Sons，1978），　p．204．
　　6）　　Ibid．，　p．623．　　　　　　・　　　．　　　　　　　　　　　　　　．　　、　，
　　7）Louis　R．　Pondy，“Organizatidhal　Conflict：Concepts　and！　MOdels，”Administrative　SCience　Quar，．
　　　　tefiy，’12’（ig67）；㌧298．’・’　　　　　　　・　・’　　・’t』tt　　．　　　　　　・　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　「8）’明白なヨソフリク’ト状沈に蔚いで当事者：（集団もしくは個人）は、常になんらかの意思決定をよぎなく
　　　　されている。したがって原沢芳太郎氏の主張するようにコシフリ〉・トを・MaEch　＝　Simon流に把握する
　　　建鳳・ジラ吻の郵どおい障辮も・ていると言える・ただ章思決定というの聰織の願
．綱面で晦旗そ麺組継す寧語らμ・るわけでばない6’ゴンプリ・・をすべて意思決定に還
　　　：iする・と離かに・ン7　’・」クトの÷嘩示しそはいるが・．コンフリ・jト・アネジ・ソ・のフレーム・
　　　　一・にお・・て有効ではな・、緒え鱗るの祇ヒrではあ勉・ていな…原舐の謝・ついては土
　　　・屋守章・富永健一編、前掲書3－20ページを参照されたい。
斯樺コンフリクト鯛泉ζそ？プ゜セ冬
　、1．　コン7リク1トの源泉．1　、，……　　　　　．：　　1：一
　コンフリクトの源泉としてさまざまな要因があげられるて表皿一1）。組織をとりまく環境1）が組
織へ影響を与えるということで間接的なコンフリクトの原因となると考えられるが、直接的にはコン
フリクトの源泉は、組織特性と個人特性として分けられ、組織特性は目標9構造一機能とにかかわる
組織のフォーマルな特性と、相互依存、パワ7関係という組織のイソフォーマルな特性に分類するこ
とができよ．う。また個人特性は個人のもつパrソナリティ、能力が含まれ、組織の担い手たる個人は
組織活動上組織からインパクトを受けると同じに、組織は個人特性によっても制約されているのであ
る。　・　　　　　『・　　　1　．’・1’　・　－　　9　・
　　（1）フォーマルな組織特性
　この組織特性は組織の公式構造に関するもので、（a）規模、’（b）稀少資源、』（c）目標の不両立、（d）コミュ
＝．ケーション、（e）あいまいさ、（f）役割がそれである。－’、　・　　　　　　i’
（a）規模　コンフリクトは組織がより大きく・なるほど多くなる可能性があるのであろ’う。2）管理階層
：の増大を伴う組織規模の拡大は、ヲ》でプリ・クトを減少させず、むしろ刺激の要因として作用すると
、：考られるd3）組織が大規模であれぽあるほど、組織内の諸関係はより複雑となる。その複雑性が組
D階層を増大させ、組織の目標をよ’り不明確にするといえる。規模の問題はここであげた組織のフ
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表M’一　1　コソフリクトの源泉4）
研　　究　　者 コソフリクトの源泉
Pondy（1967）
Schmidt＝Kochan
　　　（1972）’
Robbins（1974）
Filley（1975）
Katz＝Kahn（1978）
Miles（1980）
Osborn，　Hunt
　and　Jauc．h　（1980）
（1）稀少資源の獲得競争、（2）自律への動因（drivers）、（3）サブユニットの目標の分岐
（1）目標の不両立、．（2）配分された共有資源、（3）相互依存的な諸活動
（1）rミュニtrション、（2）構造（規模、，官僚制的資質、スタッフの異種性（heter（ン
geneity）、監歯のスタイル、参加、報酬システム、パワー、相互依存）、（3）人間一行
動要因（パーソナリティ、役割満足と地位、目標、社会的相互活動）
（1）あいまいな管轄権（ambiguous　jurisdictions）、（2）利害のコンフリクト（conflict
of　interest）、（3）コミェニケーションの障害、（4）当事者の依存、（5）組織の分化、（6）当
事者の協調関係、（7）コンセンサスの要求、（8）行動め規制
（1）組織の特性、（2）利害のコソフリクFs（3）役割期待、（4）パーソナリティと素質（pre－
disposition）、（6）外的規範、規則と手続、（6）相互作用
（1）仕事（task）・の相互依存、（2）地位の非一貫性、（3）管轄上のあいまいさ、（4）コミュニ
ヶ一ションρ障害、（5）共通資源プールへの依存、（6）仕事履行の基準と報酬システムの
相違・（7）子ニッ、トの方位（orientation）と構造の相違・（8）重要人員（key　persona1）の
技術（ski11）と特性
（1）環境と組織要因（不確実性、相互依存、開発資源の減少）、（2）＝ニット間要因（1、
ユニヅト間の相互依存、a相互依存の増大、　b相互依存の狭小範囲、2、ユニット間
のアソパランス、a公式権限のアソバランス、　bパワーのアンバランス、　c公式権限
とパワーのアソパランス、d地位のアソパランス、　e’トップのコントロールの弱さ、
f関係の可視性、3、手段・目的のあいまいさ）
　オーマルな特性に直接的な影響を及ぼしている。
（b）稀少資源　組織は一定の資源を保有しており、その資源の配分過程として組織をみることができ
　る。資源の適正な配分がおこなわれなけれぽ組織はうまく機能できず各コニット間に資源獲得のコ
　ンフリクト5）が生ずると考えられる。また各ユニットの業績を判断し資源を配分するという評価基
準と配分、報酬システムがこのなかに含まれると考えられる6）。
t’ic）月標の不両立、組織は一定の目標を達成するための且的一手段の連鎖という関係をもってい
　る7）。複雑化した大組織においてはある目標の達成が他の目標の達成の妨げとなる可能性がみられ
　る。これが組織コンフリクトの原因となることがある8）。
（d）コミュニヶ一ション　組織はコ・ミュニケーションネットワークを通して、命令・情報の伝達、各
　ユニットの意志の疎通や調整というコントロールをおこなっている。このコミュニケーション経路
　に障害や歪曲9）があり、情報が適切に流れなけれぽ組織は有効な活動がタイムリーにおこなえず、
いろいろなところでコンフリクトを生ずることになる。従って個人や集団はコミュニヶ一シ。ンの
障害による情報不足や組織の情報収集能力の不足による不確実性への対処に遭遇し、意思決定の不
能におちいることとなる。この意思決定によるコンフリクトはここであげたコンフリクトとは異な
Lるメカニズムから発生するものであるが、常に、組織の各ユニットに起こるものと考えられる10）。
（e）あいまいさ　組織内においては管轄上のあいまいさ11）、目標とその手段のあいまいさ12）、職務内
容のあいまいさというさまざまなあいまいさがみられる。あいまいさは組織が不確実性に対処する
　ということに起因しているとも考られるが、組織機能という面からも組織のダイナミックスの不透
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　明さによって多くのあいまいさを残している。さらにあいまいさはイソフォーマルなコミ＝二ヶ一・
’シ・ソにのって、ざらに過大なあいまいさを生むという悪循環的性格をもっている。職務のあいま
　いさは仕事の重複・必要な職務の欠落をうみ、職務遂行の責任のあいまいさは組織活動をさまたげ
　る。それはまさにコソフリクト原因といえるものである。
　（f）役割　組織の各職位（position）には、それぞれの役割が分担され、職位の保有者（occupant）は
　役割センダーから役割をはたす期待がよせられる13）。この役割の複合体である組織は役割のあいま
　いさとか役割の担い手たる個人の特性（能力）に左右されるといえる。
　　（2）イソフォーマルな組織特性
インフ・一マ・レ姻鮪性として・．（・）相互依存・（b）パワ・・一・・（・）利害関係をあげることができるざ
　（a）相互依存　複合組織は仕事の相互依存関係14）をも・っており、各ユニットの諸活動は相互依存
　的15）におこなわれている．’一方の職務上の活動を一方的にかつ強引におしすすめることは、他方の
活動を制約あるいは妨げることとなり、これらはコソフリクト層の原因となるのである。この各ユi
　ット間の相互依存関係は、パワーさらには利害関係とも緊密な関係にあるといえる16）。
’（b）パワー　組織内ユニットは複雑パワー関係に結びつけられている。パワーは他に影響を与える能
　力と考えられ・，この影響関係がコソフリクトの発展の要因であると考えられる。相互依存関係が増
　大すればするほどパワLの行使が重要となり・管理者はパワーを活用することによって職務遂行を
　容易とすることができる17）。従って各ユニットはパワー獲得にはしり、パワー保有者は組織上優位
・を保とうとし、それらのパワー獲得行動やパワーの行使はコソフリクトの一つの源泉と推定され
　る18）。
　（c）利害関係　組織内ユニットは現在の地位や諸活動を維持しようとしたり、相互依存やパワー関係
　にょってそれの立場を優位にしようとする傾向にある。従って各ユニヅトは利益を求め、他のユニ
　ットとの連合をおこない他のユニットの努力を減少させる行動や自分自身の利益に反する活動を防
　害したりする。これら組織内の利害関係はまた組織コンフリクト発生の原因と考えられる19）。
　　’（3）個人特性’　　　　　　　　　　　1
　組織はその活動の担い手たる個人の特性20）によっても制約を受けている。ここではコンフリクトゐ
源泉としてパーソナリティ21）と能力を問題としている。
　（a）パーソナリティ　権力指向、仕事指向、人間関係指向という個人のパーソナリティを反映するリ
　ーダーシップのスタイルは、集団内の不和を誘発する可能性を秘めているし、集団各メンバーのパ
　ーソナリティも集団内の不調和、凝集性にも悪影響をおよぼし、コンフリクトの原因と考えられる。
　（b）個人の能力　個人の期待に答えようとする能力（competence）の不足は、役割センダ「の役割期
　待を裏切り、役割コンフリクトの原因となるし、個人の欲求を満たす能力（ability）の過度の発揮
　は組織活動の障害となるとも考えられる22）。また、個人の認知能力や環境への適応能力、職務遂行
　能力は、個人の職位への配置という観点ともあわせて、組織コンフリクト発生の一因とみることが
　できるであろう。
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t・ｳらに、「ここでは特にコンフリクトの源泉としてあげなかつたが、・組織内の規則、規律、・規範（フ
ォーマルとインフォーマルを含む）’もそめ一要因として考えられるし23）くそれによってすでに発生し
たコンフリクトが増幅される場合もあるであろう。
　　2．eコン7リクトのプロセス
　コンフ．リクトはその源泉によって、ユンフリクト当事者を媒介として、顕在化されたコンフリクト
状況・行動へと発展するというなんらかの段階を経て、生ずると考えられる。’コンフリク，トの源泉は
継続する組織活動において、コンフリクトもまた連続した形態をとるがゆえにコンフリクトの先行条
件（antecedent　cqnditions）．と言い換えることができよう。この先行条件から先に定義した明白なコ
ンフリクトとなるまでの過程がコン・ブリクh・プロセスとして把握される24）。つまり、コンフリクト
は一連のダイtミックな過程であり：、コンフックトが管理され、解消される方法はより良い協働関係
をとるかどうかという重要な示唆を含んでおり、またひとつのコンフリクトのエピソードは次の先行
条件となるといえる25）。　　　、、　　　　　　　　　・　　　　　　　　，
　コンフリクトは当事者がコン7リクト状況にあることを知覚し、感知することによって敵対的相互
行動をおこすことを意味している。コンフリクトの定義でふれたようにPondyは、これを感知され
たコ／ブリ．クト（felt　conflict）、知覚されたコンブリクト（perceived　conflict）としてこれらのコソ
フリクトを経て顕在化されたコγブリ．クトへ致るとして示している。この知覚と感知という過程は、
コンフリクトの問題解決と深く結びついている。当事者間に存在する諸状況の知覚は、コンフリクト
の可能性を高めたり減少させたりする。潜在的コンフリクト状況を確認できなけれぽ、コンフリクト
を妨げることはできないのである。多くの場合いそれは当事老間の明白なコンフリクトへと導く状況
の誤った、あるいは不合理な知覚である26）。問題の的確iな知覚は共通の利害がどこ、にあるかを見極
め、知覚Q変化によってコンフリク、Fというより問題解決行動へと当事者を導くのである。また、コ
ンフリクトの初期における知覚はコンフリクト回避プロセス≧いう結果にいたるであろう。以上の議
論から、知覚の過程はコンフリクトを生むこともできるし、コンフリクト状況を回避するこどもでき
ると言うことができよう27）。．　・・
　感情や態度も知覚の問題と同様にコソフリク謹の発生の要因ともなるし、助長することにもなる。
また適切な感情の表現態度は、不用なコソフリク小を回避する役割を果すこともある。・「あなたのが
悪い」という表現と’「あなたが考えている’ことは私の考えていることとは違っている」という表現は、
明らかに相手に与える印象は違うのである。前者は緊張と恐れを生み、後者は問題解決へ向うであろ
う。また、当事者間の信頼関係は潜在的コンフリクト状況の結果を大きぐし左右するのである6コン
フリクトは、信頼関係にようて当事者の情報をわかちあうということから生じる相互の弱点の認識を
引き出し、その弱さを補充することにもできる。信頼の欠如は他の者の持b危険を回避するだめに、
情報を故意に留保したり、情報を伝えたとしても相手に優位を保つために情報を歪曲したりする場合
も考えられる。信頼の存在は潜在的なコンフリクトの状況の発生を阻止し、その欠如は優慮する必要
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のない状況においてコソフリクトを創出するであろう28）。　’
　また、あるコンフリクトの源泉は明白なコンフリク5となるコンフリクト発生段階においてそのコ
ンフリクトの発生原因を促進したり、発展段階においてそのコンフリクトを助長したりする。つまり
一つのコンフリクトは複数の源泉の複雑なからみ合いから生ずる。現実にはこのような形態をとって
あらわれているであろ5しvさらにコンフリクトのその発展過程において組織の官僚制的資質29）によ
ってその程度が高められるであうう。このようにコソフリクトは、その源泉からすぐに発現すると考
えるのはあまりにも短絡的すぎるといえよう。
　また顕在化したコンフリクトはまた次のような特性を示すものである。（1）少なくとも2つの当事者
（個人あるいは集団）がある種の相互作用に巻き込まれている。（2）事実であれ、関係する当事者に知
覚されたものであれ、相互に排他的目標や価値が存在する。（3）相互作用は、相手を倒す、降伏させ
る、押える、あるいは相互に意図した勝利を獲得することをねらった行動で特徴づけられる。（4）当事
者は相互に対面し・対享す筒1行為とそれに対する反対行為を行う。（5）各当事者は相対してパワーの不
均衡、あるいは他に対し相対的に有利なパワーの立場を築こうとする30）。
　以上のように、コンフリ．クトのプロセスを理解することは重要であるし、コンフリクトの源泉とプ
ロセスの考察によってコンフリクトをコントロールしようとするコンフリクト・マネジメントの管理
的介入の対象やタイミングをはかることができる。このコソフリクトへの介入を意図するコンフリク
ト・モデルを次のようにまとめることができよう1。
　　3．　コン7リクト・モデル
　組織内に発生するコツブリ．クトは、その先行条件（コソフリク．ト発生の組織上の特質からの源泉）
と以前のコンフリクトの余波（aftermath）に端を発し、当事者の知覚・感知を通して組織活動の一環
として顕在化されたコンフリクトへ発展するということは、これまでの議論によつて明らかであると
いえる。図皿一1は組織コソフリクトについてのひとつのコンフリクト・モデルをあらわしている。
組織はとりまく環境によって制約されている。その組織はその規模、各ユニッ「 g間の目標の不両立、
保有する稀少資源の獲得競争、コミェニケーションの不良、職務・管轄・目標と手段のあいまいさ、
役割間の矛盾といったフォーマルな特性、そして仕事の相互依存性、稀少資源や相互依存関係と結び
っいたパワー関係、各ユニットの利害関係といったインフォーマルな組織特性による組織上のコソフ
リクト発生要因を内含している。また個人特性といったコンフリクトの源泉とみなされる要因も組織
コソフリクトを考えるうえで見逃してはならない。さらにここでは、コンフリクトの発生の原因とそれ
によるコンフリクトのモデルをあらわしているので、示されてはいないけれどもコンフリクトの連続
性という性格上、以前のコンフリクトの余波がその先行条件としてあることを忘れてはならない31）。
ただ、この場合、以前のコンフリクトの余波はコンフリクトの源泉としてあげてあるいくつかの要因
に環元されるともいえよう。インフォーマルな組織特性から生ずるコンフリクトは主に目標・構造一
機能コンフリクトとなり、インフォーマルな組織特性を原因とするコンフリクトは利害コンフリク
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図皿一1　コソフリクト・モデル
〈源泉〉 〈形態〉 〈当事者〉
相互依存
パワー
利害関係
パーソナリティ
個人の能力
????ー???????
目標・構造一機能
コンフリクト
一太線は主な関係
一一一一 _線は直接的関係
ト、さらに、組織のフォーマルな要因としてあげてある役割は個人特性と結びついて役割コソフリク
トへと発現すると考えられている。これらの各コソフリクトは、当事者によって規定される集団問コ
ンフリクト、個人間コンフリクト、個人内コンフリクトとして把握される32）。目標6構造一機能コソ
フリクトと役割コンフリクトは部門間や各職務担当者間に生ずるがゆえに集団間、個人間コンフリク
トの形を多くとり、役割コンフリクトは個人間、個人内コンフリクトとなる（組織コンフリクトの定
義・役割コソフリクトの項を参照のこと）。
　ここで企業組織内ラインとスタッフのコンフリクトをみてみよう。ラインとスタッフは組織の機能
分化上必要とされ、うまれた形態である。たとえば、この相互依存的な関係にある本社スタッフは需
要を予測したり、開発部による新しい技術・製品といった情報を各事業部へ提供し、各事業部からの
報告書等による情報を得ることによって全社的な調整やコントロールをおこなっているとする。この
本社スタッフと各事業部とのコミュニケーション・ネットワークに障害が起こり、コミュニヶ一ショ
ソが十分おこなえず必要な情報をタイムリーに提供し、獲得できなけれぽ、組織の機能は麻痺しコソ
フリクトが生まれることになる。また、このコソフリクトがその過程で解消されず顕在化したコンフ
リクトとなり、信頼関係がくずれると緊張を生み、利害コソフリクトを誘発することになる。本社ス
タッフと事業部はおたがいに相手を批難しあい、おのれの地位の確保や正当性を主張しあうことにも
なるのである。この例は相互依存関係、コミュニケーショソの不良・利害関係といった原因によるコ
ンフリクトを単純化して示しており、’集団間コソフリクトである部門間コンフリクトの典型といえ
る。
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　上司とその部下にある役割コソフリク’トもこのコンフリクト・モ’デルにしたがっ七想定してみよう。
役割センダーである上司は焦点パーソソである部下に対して役割期待をもち、部下の行動を知覚し評
価する。一方、部下は役割のもつあいまい性やパーソナリティ因子や能力によって知覚した役割を遂
行する。この上司の役割期待と部下の活動評価との差や、上司と部下の活動評価との差や、上司と部下
の役割知覚の差によって、その差をうめるべく上司は部下に対して圧力をかげるピとitなる。こ¢）循環
を通して両者はコンフリクトを経験することになる。この役割コンフリクトもまた対人関係（信頼、
好み、パワー、コミュニケーション）を通して利害コソフリクトへ展開するかもしれないのである。
　このように、さまざまなコンフリクトがここで提示したコンフリクト・モデルによって説明されう
るのである。コンフリクトの一連の過程（コンフリク団）源泉→プロセス→顕在化されたコンフリ
クト）に従ったコンフリクトの規定は、コンフリクト・マネジメジトのフレーム’ワークのなかで管理
的介入の戦略の行使にとって有効であるといえる。’　　　’　　’　”
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　　　　ぺ一ジ。『
　　8）P・ndy・・P・・it・・P・300・・S・hmidt・K・ch・・，・P．・it．，　P．363。　R・bbi・・，・P．・it。PP．・53－54．　Miles，。P
　　　cit・，　P・137・　　　　　　　，
　　p）　Robbins，　op．　cit．，　pp．31－40．，　Filley，　op．　pit．，　p．10．，皿iles，　op．　cit．，　pp．134－135．
　10）不確実性への対処という意思決定のコンフリクトは原沢芳太郎氏の指摘するコンフリクトであり（土屋
・　　・守章・宮永健一編、前掲書）、加護野忠男氏は情報パラダイムの一環としてこのコンフリクトを扱って
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　　いる（加護野忠男『経営組織の環境適応』白桃書房、1980年、167－172べrジ）。
11）Miles，　op．　cit．，　pp．133－134．，　Filley，　op．　cit．，　p．9．
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14）　Miles，　op．　cit．，　pp．131－132．
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　　Kotter，　Power　in　Organization（New　York：AMACOM，1979）を参照されたい。また管理者行動パ
　　ワーの研究については須貝栄「管理者行動のパワーに関する一考察」明治大学大学院『紀要』第16集（6）
　　経営篇、1980、91－109ページがあるので参照されたい。
18）M．N．　Zald，“Power　Balance　and　Staff　Conflict　in　Correctional　Institutions，　Administrative
　　SCience　Quarterly，7　（1962），33．
19）　Filley，　op．　cit．，　pp．9－10．，　Katz：Kahn，　op．　cit．，　p。619，　pp．　623－626．
20）　Miles，　op．　cit．，　p．138．
21）　Robbins，　op．　cit．，　pp．51－52．，　Katz＝Kahn，　op．　cit．，　pp．　619－620，　pp．628－630．
22）　能力についての分類は社会心理学上の分類による。
23）　K夙tz＝Kahn，　op．　cit。，　p．620．
24）　Fi11ey，　op．　cit．，　PP．7－9．
25）　Kenneth　Thomas，“Conflict　and　Conflict　Management，”in．　Handbooh　of　lnduEitrial　and　Organ・
　　izational　Psychology，　ed．　Marvin　D．　Dunnette（Chicago：Rond　McNally　Colleg曾，Publishing
　　Company，1976），　P．894．
26）　Filley，　oP．　cit．，　P．12．
27）　　Ibid．，　p．14．
28）　Ibid．，　pp．14－15．
29）　Robbins，　op．　cit．，　p．43．
30）　Filley，　oP．　cit．，　P．4．
31）　Ibid．，　pp．17－18．
32）集団内コンラリクトは結局、個人内コソフリクトへ帰着すると考えられるのでここでは特にモデルのな
　　かに組み入れていない。
N　むすびにかえて
　コンフリクト・マネジメントのフレームワークに沿って、コンフリクトの源泉を探り、コソフリク
トの発現過程を追うことによってコソフリクト・モデルを構築するζとが本稿のねらいであった。も
ちろん、これだけの議論でコソフリクトの源泉やコソフリクトのプPセス、そしてコソフリクトの機
能、逆機能といった組織におけるコンフリクト問題のすぺてを網羅できると考えているわけではな
い。しかしコソフリクト・マネジ’ ＜Vトは、一定のコンフリクトを想定しなければならない。その意
味において、本稿のコンフリクト・モデルを提示した意義は認められるはずである。
　コソフリクトの源泉を探ることは、（1）源泉を追求することによってコンフリクトの原因と組織ダイ
ナミックスを把握できるごと、②有益・有害なコンフリクトを会析する手がかりをみつけ、管理的介
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L入を判断できることに意味をもつといえる。またコンフリクトのプロセスを検討することによって、
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コンフリクトへの介入の適合性やタイミソグが予測でき、源泉分析同様コンフリクトにかかわる組織
活動のダイナミックスも理解される。コンフリクト・マネジメントの中心的課題は、管理的介入の戦
略の行使により、コンフリクトの組織にとっての機能的側面を助長するコンフリクト・コントロール
である。この課題に研究を接近させていくためには、コンフリクト・モデルを手がかりとして、コン
フリクト・マネジメントの診断や介入の問題に分析を進めていく必要があるが、この問題について
は、次の機会に譲ることにする。
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